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現在，我が国の多くの都市では｢コンパクト＋ネットワーク｣という都市構造概念のもと，持続可能な都

市構造への転換が進められている．実務では望ましい都市構造へのシフトの過程はあまり考慮されてこな

かったが，人口分布や施設分布，交通ネットワーク等は互いに影響しあいながら，常に変化している．そ

のため，都市構造の構成要素間の相互作用による挙動を研究することは重要である．そこで，本研究では，

居住地，施設の立地および交通ネットワーク構造の相互作用によって，都市構造の変化に関する知見を得

るため，セル型仮想都市を対象としたエージェントベースシミュレーションを構築し，都市構造の動的特

性を分析した．特に本研究では，勤務地や商業施設へのアクセシビリティが世帯の居住地選択に与える影

響度の違いに着目し，分析を行った． 
 

     Key Words: Urban structure,  Network,   Agent-based simulation 
 
 

1. はじめに 
 
現在の日本の課題として急激な人口減少・少子化と高

齢化の進展などが挙げられる．国土交通省の国土のグラ

ンドデザイン 1)によると，人口減少・少子化については，

2050年には現在の居住地域の 6割以上の地点で人口が半

分以下に減少し，うち 2割が無居住化し，地域消滅の危

機となると考えられている．ただし，中心集落では一定

の人口が維持される可能性があり，そのような地域で買

い物・医療等のサービスを維持することが課題とされて

いる．  
以上のような課題の対策として考えられているのが，

「コンパクト＋ネットワーク」といった考えである．コ

ンパクト＋ネットワークは人口減少下において，各種サ

ービスを効率的に提供するために，集約化（コンパクト

化）を行い，コンパクト化だけでは圏域・マーケットが

縮小して，より高次の都市機能によるサービスが成立す

るために必要な人口規模を確保できない恐れがあるため，

ネットワーク化により各種の都市機能に応じた圏域人口

を確保することである．コンパクト＋ネットワークによ

り，人・モノ・情報の高密度な交流が実現しイノベーシ

ョンを創出でき，賑わいの創出により地域の歴史・文化

などを継承し，それを発展することを目的としている．

コンパクト＋ネットワークは 50 年に 1 度の交通革命・

新情報改革を取り込み，距離の制約を克服するとともに，

実物空間と知識・情報空間を融合させるものである．コ

ンパクト＋ネットワークの考えの下，数箇所の拠点（生

活拠点や都市機能拠点）を設け，中心市街地など都市機

能が高度な地域を公共交通で結ぶ「立地適正化計画」や，

維持・充実を図る公共交通網を設定し，公共交通を軸と

するまちづくりとして，立地適正化計画への調和を計画

する「地域公共交通網形成計画」が法制度として整備さ

れ都市構造評価への需要が高まってきている． 
しかし、人口分布（居住地分布）や施設立地（オフィ

ス・商業・公共・娯楽・医療福祉・教育等）や交通ネッ

トワーク（鉄道・道路等）といった都市構造を構成する

要素は相互に影響しあっており評価は容易ではない．ま

た、都市構造は常に変化するダイナミックなシステムで

あるにもかかわらず既存研究の多くは静的な構造として

評価されている．以上のことから，望ましい都市構造へ

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集

 1



 

 

の転換を図るため，都市構造の相互関係とダイナミクス

に関する知見を蓄積する必要があると考える．そこで，

本研究では，シンプルな 2次元のセル型仮想都市を対象

としたシミュレーション手法を援用することによって，

人口の変化と商業・就業施設立地と交通ネットワークの

相互関係を動的に明らかにすることを目的とする． 
 
 

2. 既存研究と本研究の位置づけ 

 
(1) 既存研究 

過去に行われてきた研究で構築されたモデルを考える

と，都市経済モデルはミクロの視点に立ったモデルであ

るのに対して，本研究は集計的な相互作用を考えている．

また，土地利用，交通モデルや都市モデルは現実の都市

を対象としているため，発生する相互作用などが複雑に

なっている．本研究においては単純な仮定や都市構造を

考えており，より相互作用を理解しやすくすることを狙

いとしている． 
シミュレーション手法を用いて都市構造を研究してい

るものとしては，佐々木ら 2)は，フィリピン・メトロマ

ニラ都市圏を対象として，ニューラル・セルオートマト

ンを使ったシミュレーションモデルを用いて土地利用の

変動が人口に与える影響を明らかにしている．見城ら 3)

はマルチエージェントシミュレーションを用い，エージ

ェントとして住居・商業・業務などを考え都市の空間分

布をシミュレートしたものがあるが，いずれも鉄道ネッ

トワークが考慮されていないモデルになっている．池谷

ら 4)は都市成長・都市衰退のダイナミクスを再現したマ

ルチエージェントシミュレーションを作成したものがあ

るが，中心地からの距離と各場所の居住者エージェント

の密度によってエージェントの移動が決定されるものに

なっており，居住者以外のエージェントや交通ネットワ

ークは含まれていない．Michael Battyら 5)は，セルオート

マトンを用いて，住宅・産業・商業の立地とライフサイ

クル（初期・成熟・消滅）のダイナミクスを考慮したシ

ミュレーションを行ったものがあるが，隣接するセルと

の相互作用しか考慮されておらず，交通ネットワークで

の移動が考慮されていない．他にも，Michael Batty6)は，

人口分布のダイナミクスとアクセシビリティの関係を定

式化し，都市が空間的にどのように構造化されているか

セルオートマトンを用いてシミュレーションを行ったも

のがあるが，式の中のアクセシビリティは，人口分布と

距離抵抗のみを考慮したものであり，産業や商業立地に

依存していない． 
(2) 本研究の位置づけ 

「コンパクト＋ネットワーク」の都市構造を考える上

で，居住地，施設立地，交通システムの相互作用を考え

る必要がある．しかし既存論文では，セルオートマトン

を用いて土地利用や，住宅・産業・商業の立地が人口の

変化に与える影響を明らかにしたものはあるが，居住地，

施設立地，交通システムの 3つが相互に影響されている

シミュレーションは行われていない．そこで本研究では，

居住地・施設立地・交通ネットワークの 3つが影響し都

市構造が変化していくシミュレーションを提案し、都市

構造を動的に明らかにしていく． 
 

 

3. 研究方法 

 

(1) セルオートマトンモデル 
 本研究は，セルオートマトンモデル（CA モデル）を

用いて都市構造を表現する．セルオートマトンモデルと

は，格子状のセルと単純な規則による，離散的計算モデ

ルである．セルオートマトンモデルの基本概念は，全体

はセルに分割され，各セルは独立した振る舞いを行い，

各セルは周囲のセルの情報に基づき相互作用することで

ある．本研究でセルオートマトンモデルを選択した理由

は，空間的に都市のダイナミクスをシミュレートするこ

とができ，動的な相互作用を研究できるためである．シ

ミュレーションソフトはNetLogoを用いる．NetLogoは，

自然現象や社会現象をシミュレーションするためのプロ

グラム可能なモデリング環境であり，時間発展する複雑

なシステムをモデリングするのに適しているものである．

NetLogo において時間は ticks という単位で表現される．

Ticks の値が大きい時ほど，より時間が経過しているこ

とを表している． 

 
(2) 既存研究における人口推移式 
 本研究で用いる人口推移式は Michael Batty6)によって構

築された人口推移式を基に住宅・業務・商業のすべてを

作用させる式を構築する．また，アクセシビリティを用

いて，交通ネットワークの関係も計算式に含むことを考

えた．本研究は，目的地の機会の増減でアクセシビリテ

ィが変化し，アクセシビリティの相対的な大きさが次期

の人口分布，業務・商業立地に影響すると仮定し，鉄道

ネットワークに依存するアクセシビリティの影響度を変

化させ，人口分布・従業者分布の動的な変化に関する知

見を得ることを目的としている．そのため，各アクセシ

ビリティが人口増減に与える影響は，パラメータの大き

さを調整できるスライダーで設定する．パラメータは住

宅・業務・商業の人口予測式に別々のパラメータを設定

する．Michael Batty6)が構築した人口推移式は(1)式である． 

 

Pi(t) = Pi(t − 1) �1 + ω + ∅K∑
Pj(t−1)

Cij
ηj + εi(t − 1)�(1) 
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Pi(t)：今期の人口 

Pi(t-1)：前期の人口 

ω：反応要素 

∅：アクティビティ 

K：比例系数 

Cij：ゾーン i と j 間の移動コスト 

η：パラメータ 

εi(t-1)：ランダム成分 

 
(3) 本研究における人口推移式 

本研究では人口推移式を(1)式を基に，居住・業務・

商業の項を加え、さらに地価の影響を考慮した式とした．

居住人口推移式を以下の(2)式，業務従業者数推移式を

(3)式，商業小売業者推移式を(4)式とした． 

 

PiR(t) = Pi(t − 1)R�1 + q1ACCiR + q2ACCiO +
q3ACCiC� − q4LandPiR                                                                   (2) 
 

PiO(t) = Pi(t − 1)O�1 + q5ACCiR + q6ACCiO +
q7ACCiC� − q8LandPiOC                                                                     (3) 
 

PiC(t) = Pi(t − 1)C�1 + q9ACCiR + q10ACCiO +
q11ACCiC� − q12LandPiOC                           (4) 
 

Pi(t)：今期の人口・従業者数 

Pi(t-1)：前期の人口・従業者数 

ACCi：アクセシビリティ 

LandPi：地価 

q：パラメータ 

R：居住 O：業務 C:商業 OC：業務および商業 
 

ゾーン間の人口推移式の中で用いるアクセシビリティ

値は，人口と移動時間を考慮した(5)式を用いて計算し

た．人口予測式の中では，このアクセシビリティにかけ

るパラメータをさまざまな値で設定し，アクセシビリテ

ィの影響度を考慮する． 

ACCi = ∑ Pj
dij

vij�
j                                                            (5) 

ACCi：アクセシビリティ 

Pj：ゾーン j の人口 

dij：ゾーン i， j 間の距離 

vij：ゾーン i ， j 間の移動速度 

 

移動速度の設定として，鉄道ネットワークのみの移動

は速度 30，鉄道＋徒歩の移動は速度 10，徒歩のみの移

動は速度 5と設定し，距離の設定は，隣接するセル間の

距離を 1とし，直線距離を速度で割り移動時間とした．

また，人口推移式に地価を含めることによって地価の影

響も考慮した．地価の予測式については住宅地価と業務

地価の 2つの計算式を考えた．住宅地価の予測式は業務

アクセシビリティと商業アクセシビリティと居住人口を

用いた以下の(6)式とする． 
 
             LandPiR = qaACCiO + qbACCiC + qcPiR                      (6) 
 

業務地価の予測式は，各アクセシビリティと業務従業

者数と商業小売業者数を用いた以下の(7)式とする． 
 

LandPioc = qdACCiR + qeACCiO + qfACCiC + qg(PiO +
PiC)                                            (7) 

 

LandPi：地価 

ACCi：アクセシビリティ 

Pi：人口 

q：パラメータ 

 

本研究では，居住人口・業務従業者数・商業小売業者

数の初期値を設定し，その値を用いて各アクセシビリテ

ィを算出し，それらの値を用いて地価の決定を行う．そ

して，それらの値を用いて新しい人口を算出していく作

業を繰り返してくプログラムである．その計算フローを

図-1に示す． 

 
(4) 本モデルの基本構造仮定 
本研究では，仮想的な都市を仮定し，それを用いて都

市構造の変化を観察していく．本研究の基本的都市構造

は，都市空間はセル（ゾーン）に分割されており，各セ

ル（ゾーン）の代表点をノードとし，各セル（ゾーン）

の人口や従業者数は，各ノードに付随する変数とすると

仮定した．また，ノード間の移動時間はリンク特性に依 
存し，一部のノードは鉄道ネットワークのリンクでつな

がれ，それ以外は隣接するノードと道路ネットワークで 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-1 計算フロー 
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結ばれていると仮定し，各居住地の移動便利性は，目的

地の機会の多さ（従業者人口等）で重み付けしたリンク 
の束であるアクセシビリティとして表現することとした．

仮想都市の設定として，ゾーンの数は 5×5の 25ゾーン

とし，ゾーンは用途地域別に色を設定した．用途地域別

の色分けを表-1に示す． 
 

表-1 ゾーンの色分け設定 
ゾーン 色 

郊外居住地域 緑 
中心居住地域 黄 
中心業務地域 赤 
郊外業務地域 水 

 
活動主体は， 

 
・居住人口（Populations）→ ○（ピンク） 

・業務従業者数（Office-workers）→ □（青） 

・商業小売業者数（Commerce-workers）→ △（グレー） 

・駅（Station）→●（黒） 
 
と設定した．活動主体には，変数として居住人口・業務

従業者数・商業小売業者数を設定し，図形の大きさによ

って人口や業務従業者数や商業小売業者数の多さを表現

した．人口は 15 間隔でサイズが変わるように設定した．

仮想的な都市では変化を分かりやすくする為に初期の居

住人口・業務従業者数・商業小売業者数を一定の値に設

定した．その値を表-2に示す．また，駅を黒丸で設定し， 

 

表-2 居住人口・従業者数の初期設定 

 居住

人口 
業務従業者

数 
商業小売業

者数 
郊外居住地域 100 0 0 
中心居住地域 100 20 15 
中心業務地域 0 70 90 
郊外業務地域 0 90 40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 都市構造の初期設定 

駅間を鉄道リンクで繋ぎ，隣接セル間を道路リンクで繋

ぐ設定としたが，道路リンクを表現すると線が多くモデ

ルが見にくくなってしまうため， 表現していない．基

本フレームを設定したものが図-2である． 
 

 
4. 仮想都市シミュレーション結果 

 

(1) パラメータの基本設定 
本研究は，交通インフラの整備や，目的地の機会の増減，

鉄道ネットワークに依存するアクセシビリティの影響度

を変化させ，居住人口分布・業務従業者分布・商業小売

業者分布の動的な変化に関する知見を得ることを目的と

している．そのため，各アクセシビリティが人口増減に

与える影響は，パラメータの大きさを調整できるスライ

ダーで設定する．基本状態でのパラメータの値を決定し，

パラメータを変化させ，都市構造の変化を観察する．パ

ラメータは住宅地の人口予測式と業務従業者数の人口予

測式と商業小売業者数の人口予測式で 12 個と地価予測

式で 7 個あり，全部で 19 個ある．基本のパラメータを

以下の表-3 のように設定した．この設定のもと，一定

時間経過したものが図-3である．居住人口は，駅がある

セルのアクセシビリティが高いため多くの人が集まって

いる．業務従業者数は，中心居住地域と郊外業務地域の

セルでは減少しており，中心業務地域のセルに業務従業

者数が集中している．商業小売業者数は，業務従業者数

と同じく，中心居住地域と郊外業務地域のセルでは減少 
 

表-3 パラメータ基本設定 
パラメータ名 値 

PR q1 0.00008 
PR q2 0.00005 
PR q3 0.00005 
PR q4 0.000001 
PO q5 0.00005 
PO q6 0.00008 
PO q7 0.00005 
PO q8 0.000001 
PC q9 0.00005 
PO q10 0.00005 
PO q11 0.00008 
PO q12 0.000001 

Land-PR qa 0.25 
Land-PR qb 0.25 
Land-PR qc 20 
Land-POC qd 0.25 
Land-POC qe 0.25 
Land-POC qf 0.25 
Land-POC qg 20 
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図-3 基本設定のシミュレーション結果 

 
(2) 居住人口推移式のパラメータ変更結果 

居住人口推移式の中のアクセシビリティ，地価にかかる

パラメータの値を変化させた．業務アクセシビリティに

かかるパラメータの値を 1.0×10-4・2.0×10-4・3.0×10-4・

4.0×10-4・5.0×10-4 と変更させ，それぞれの過程でシミ

ュレーションを行い，Ticks が 5000 に達した時点の居住

人口を図-4に示す．商業アクセシビリティにかかるパラ

メータの値を 1.0×10-4・2.0×10-4・3.0×10-4・4.0×10-4・

5.0×10-4と変更させ，それぞれシミュレーションを行い，

Ticks が 5000 に達した時点の居住人口を図-5 に示す．住

宅地価にかかるパラメータの値を 3.0×10-6・4.0×10-6・

5.0×10-6・6.0×10-6・7.0×10-6・8.0×10-6と変更させ，それ

ぞれシミュレーションを行い，Ticks が 5000 に達した時

点の居住人口を図-6に示す． 
これらの結果を比較すると，業務アクセシビリティに

かかるパラメータ値の増加より，商業アクセシビリティ

にかかるパラメータ値の増加の方が，パラメータ値の増

加に伴い，中心部への人口の増加が見られる．これは，  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 業務アクセシビリティ影響度の変更結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
商業小売業者数が中心業務地域に集中しているため中心 
業務地域に近い中心部のアクセシビリティが高くなり，

居住人口が大きく増加したと考えられる．地価にかかる

パラメータを変更した結果，郊外の居住人口の方が多く

なった．これは，アクセシビリティの高い中心部は地価

が高くなるため，人口が減少し，アクセシビリティの低

い郊外は地価が安くなり，人口が増加していると考えら

れる． 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-5 商業アクセシビリティ影響度の変更結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-6 住宅地価影響度の変更結果 
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(3) 業務従業者数推移式のパラメータ変更結果 
 業務従業者数推移式の中のアクセシビリティ，地価に

かかるパラメータの値を変化させシミュレーションを行

った．業務地価にかかるパラメータの値を 5.0×10-6に設

定しシミュレーションを行った結果，Ticks が 4000 に達

した時点の結果を図-7 に，Ticks が 8000 に達した時点の

結果を図-8に示す．また居住アクセシビリティにかかる

パラメータの値を 1.0×10-4・5.0×10-4に設定しシミュレ

ーションを行った業務従業者数の結果を図-9・図-10 に

示す．業務地価のパラメータを変更させた都市構造の時

間変化は，Ticks が 4000 までは郊外業務地域に業務従業

者数が集中したが，一気に人口が集中したため地価が上

昇し，その後，業務従業者数が減少する結果となった．

中心業務地域では，地価が中心のセルに比べて安い中心

駅の隣のセルに業務従業者数が集中した．居住アクセシ

ビリティにかかるパラメータを大きく設定した結果，郊

外業務地域の業務従業者数の減少が大きくなり，中心業

務地域の業務従業者数の増加が大きくなった．これは，

駅があるセルに居住人口が集中しており，居住地域と駅

でつながっている中心業務地域の居住アクセシビリティ

がよくなるため，居住アクセシビリティの影響を大きく

設定すると中心業務地域の業務従業者数が多くなったと

考えられる． 
 
(4) 商業小売業者数推移式のパラメータ変更結果 

商業小売業者数推移式の中のアクセシビリティ，地価

にかかるパラメータの値を変化させ，シミュレーション

を行った．居住アクセシビリティにかかるパラメータの

値を5.0×10-4に設定し，シミュレーションを行った結果

を図-11 に示す．また業務地価にかかるパラメータの値

を5.0×10-6に設定し，シミュレーションを行った結果を

図-12 に示す．居住アクセシビリティにかかるパラメー

タを大きく設定しシミュレーションを行った結果，中心 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
図-7 業務地価影響度変更 

シミュレーション結果Ticks：4000 

駅に商業小売業者が多く集まった．これは駅に居住人口

が多く集まっているためネットワークが接続する中心駅

のアクセシビリティが高まり，商業小売業者が多く集ま

ったと考えられる．業務地価にかかるパラメータを大き

く設定しシミュレーションを行った結果は，中心駅と中

心駅の下のセルの商業小売業者数が減少し，中心駅の右

のセルの商業小売業者数が増加した．これは，中心駅と

中心駅の下のセルのアクセシビリティが高く業務地価が

上がり商業小売業者数が減少し，中心業務地域の中でア

クセシビリティが低い中心駅の隣のセルは地価が安くな

ると考えられ，商業小売業者数が増加したと推測される． 
 
(5) 業務地価予測式パラメータ変更結果 

業務地価予測式の中の居住アクセシビリティにかかる

パラメータを 5.0×10-4と設定し シミュレーションを行っ

た結果Ticksが4000に達した時点の結果を図-13に，Ticks
が 8000に達した時点の結果を図-14に示す．居住アクセ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-8 業務地価影響度変更 
シミュレーション結果Ticks：8000 

 
 
 
 
 
 
 
図-9 居住アクセシビリティ：1.0×10-4業務従業者数 
 
 
 
 
 
 
 
図-10 居住アクセシビリティ：5.0×10-4業務従業者数 
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図-11 居住アクセシビリティ影響度：5.0×10-4 

シミュレーション結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図-12 業務地価影響度：5.0×10-6 

シミュレーション結果 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-13 居住アクセシビリティ影響度変更 
シミュレーション結果Ticks：4000 

 

 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-14 居住アクセシビリティ影響度変更 
シミュレーション結果Ticks：8000
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シビリティの影響を大きく設定した場合の都市構造の時 
間変化は，中心駅は居住アクセシビリティが良いため地

価が高くなり，業務従業者数も商業小売業者数もどちら

も減少した．中心駅の隣のセルは，地価が中心業務地域

の中では低いため業務従業者数や商業小売業者数が大き

く増加したと考えられる．中心駅の隣のセルに業務従業

者数や商業小売業者数が集中したことにより，隣の駅が

ある郊外居住地域のセルで居住人口の増加が目立った． 
 
 
5. まとめ 

  
(1) 本研究のまとめ 

今後の望まれる「コンパクト＋ネットワーク」の都

市構造を考える上で重要となる，居住地，施設立地，交

通ネットワークに関して考える必要があり，仮想的な都

市をセルオートマトンモデルで形成し，居住人口，商

業・就業施設立地，交通ネットワークの相互関係のシミ

ュレーションを行い，都市構造の複雑な動的特性を明ら

かにすることを目的としてきた．アクセシビリティや地

価から各人口の推移を表す式を構築し，それらの式の中

のパラメータを変化させることで，アクセシビリティや

地価が人口増減に与える影響の大きさを変化させた．そ

の結果，商業アクセシビリティの影響が強い場合に，居

住人口が中心部に集中することが明らかになった．業務

従業者数については，業務地価にかかるパラメータを変

更させた結果，最終的には中心部に集中することが分か

った．業務地価や居住アクセシビリティの影響を強くし

た場合に中心駅の隣のゾーンで商業小売業者数や居住人

口が増加することが明らかになった．これは中心駅の隣

のゾーンが，中心部の中では比較的地価が安くなってい

るためだと考えられる．以上のように人口推移式中のア

クセシビリティや地価にかかるパラメータを変更した結

果、都市構造の変化の違いを表現することができた． 
 
(2) 今後の課題 

 今後の課題として，本研究は各人口やアクセシビリテ

ィ，地価についてパラメータでその影響の強さを変化さ 

せるという手法をとっている．そのため地価が決定され

るメカニズムなどは考慮されておらず，パラメータの設 
定による影響が強くなっている．したがって各要素の動

きを表すような条件を追加していくことが今後の課題で

ある． 
 
謝辞：本研究は JSPS 科研費 JP10263104 の助成を受け

たものです． 
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